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戦略情報活用型共同イノベーションに関する考察 

- Sharing and Using of “Secret Information” for Collaborative Innovation - 

 

 

永井明彦, 田辺孝二（東京工業大学大学院） 

 

 

1. はじめに 

製品開発を目的としたイノベーションでは情報の活用がその優劣を決める重要な要素のひとつであ

るとの議論がこれまで多くの研究によってなされてきた。ここでの情報には, 暗黙知などの知識が含

まれている。また複数の組織や企業が共同でイノベーションを行う場合での, 情報移転や情報共有の

困難性についても同様に多くの研究がなされている。Hippel[1][2][3]は, Hayek[4]による「利用しなけれ

ばならない諸事情の知識が, 集中や統合された形態で存在せずに, 分散され断片的に存在するため, 

利用するための価格システムが必要である」との分散した知識理論（Dispersed Knowledge）を核概念

として, 製品開発を目的としたイノベーションでは, ユーザーが活動する場所で生成・蓄積されるため

に粘着性の高い製品のニーズ情報と, セットメーカーが活動する場所で生成・蓄積されるため粘着性

の高い技術情報が時として必要であるが, それらの情報を持たない場所では入手することが困難であ

る理由を 3 つ挙げて, 粘着性が最も高い場所でイノベーションが発生するという情報の粘着性理論を

主張した。ここでのイノベーションとは Schmpeter[5]が「新結合」と称して挙げた 5 つの活動の中の

「新しい財貨の生産」, すなわち「消費者の間でまだ知られていない財貨, あるいは新しい品質の財

貨の生産」のことである。Hippel は, 粘着性の高い情報がの存在する場所が起点となり共同イノベー

ションが行われ, 各々が問題を解決してその結果がイノベーションの発生場所に移転されることを

ASIC 開発や CTI の事例により明らかにした。 

小川[6][7]はこの情報の粘着性理論を概念として共同イノベーションに関する考察を行い, 必要な

情報の場所で問題解決された結果が, 粘着性の高い側へ移転されてイノベーションが完了する非情報

共有型共同イノベーションが行われていることをコンビニの事例により検証した。 

 

2. 戦略情報活用型共同イノベーション 

これまでの製品開発を目的としたイノベーション研究では, イノベーションはメーカーが行なうこ

とを前提として,  メーカーは市場のニーズを推測して製品開発し, 市場を創出するものと考えられて

来た（例えば Cooper,Schendel[8],Cristensen,[9][10]）。それらの研究に対して Hippel は, 「イノベーシ

ョンを行なうために必要な情報が分散しているとき, 情報の粘着性が最も高い場所でイノベーション

が発生する」という情報の粘着性理論を主張した。 小川はそれら情報を有効に活用する共同イノベー

ションが行われることをコンビニの事例を分析することにより検証したが, ここでの共同イノベーシ

ョンでは, 意見の交換程度のやりとりはあるとしても粘着性の高い情報の移転は行われず, その生成
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場所で問題解決が行われるとの主張に Hippel との違いは見られない。すなわち小川の共同イノベーシ

ョンとは, 粘着性が高いために解決に必要な情報が移転されるようなことは行われず, そのネットワ

ークの中で各々が解決した問題の結果がイノベーションの場所に移転されるという, 情報は移転され

ない共同イノベーションである。 

これに対して本論文が提唱する共同イノベーションは, 製品開発に求められる未知の機能を見出して, 

その機能を実現する方法として, ニーズ情報と技術情報からイノベーションに必要な戦略情報がそれぞ

れユーザーとメーカーから移転されることで共有が行われ, それを活用することで顕在化している問題

点を解決し, また未知の問題を表出化して, それを解決するという活動が行われる情報の共有・活用に

よる共同イノベーションである（図1）。戦略情報とは他社には出せないもしくは出したくない知識や

経験などや, 自社の事業や製品・技術における将来の方向性についての情報である。製品開発を目的と

した共同イノベーションでは, イノベーションに必要な戦略情報が各々から移転されることにより問題

の表出化と問題解決が循環する野中ら([11[12[13])がSECIプロセスとして提唱した共同化, 表出化, 連結

化, 内面化というサイクルで蓄積プロセスが作業として行われ, 情報が高まり, 新たに生成されて動的

に活用する共同イノベーションが行われると考えられるのである。 

 

 

図 1 戦略情報活用型共同イノベーション 

 

本論文における戦略情報共有・活用共同イノベーションでは, ユーザーはイノベーションに必要な

ニーズ情報を, メーカーは技術情報という戦略情報を共有する。共同イノベーションではイノベーシ

ョンにおける問題点が表出化され, ユーザーはニーズ関連の問題解決に必要な技術情報を活用して問

題解決を行い, メーカーは技術関連の問題解決に必要なニーズ情報を活用して問題解決を行う。解決

された問題は新しい情報として再度共有され, そこから未知の問題点を見出して表出化していく。表

出化した問題は, ニーズ関連の問題はユーザーが, 技術関連の問題はメーカーがそれぞれ解決作業を

行い, 解決した問題は再度共有される。このようにして, 新たな情報が生み出され, 表出化と解決作業

を繰り返すことで, 製品開発が進められていくのが, 戦略情報共有・活用型共同イノベーションである。 

 

3. 結論 

本論文ではこれまでの情報の粘着性理論では充分な説明がなされていない戦略情報がイノベーショ

ンに必要とされる場合に, 共有・活用される共同イノベーションを提唱した。 

今後の課題としてこのように粘着性の高い戦略情報が共有・活用されることで優れた製品開発が実

現している共同イノベーションが行われている事象を分析して, 製品開発におけるその有効性とどの
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ようにして戦略情報を共有できたのかというような課題に取り組み, 検証を行い, 考察することが必

要である。 
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